
 

ぎふの木づかい施設設計支援事業実施要領 

 

平成３０年４月２日 県流第９号部長通知 

［最終改正］令和２年３月１８日 県流第７３２号改正 

 

（目 的） 

第１条 多くの県民の利用が見込まれる商業・観光・医療施設等、非住宅分野における県産材

の幅広い用途での需要を拡大することを目的として、ぎふ性能表示材推進制度実施要領（平

成２２年６月１１日施行。以下「性能表示制度」という。）により認証された木材（以下、

「ぎふ性能表示材」という。）、または岐阜証明材推進制度実施要領（平成１９年４月１日

施行）により産地、合法性を証明された木材（以下、「ぎふ証明材」という。）及びぎふ証

明材であって日本農林規格等に関する法律（昭和 25 年法律第 175 号）に基づく規格に適合

する木材（以下、「ＪＡＳ材」という。）等を構造または内装に一定量以上使用した施設を

設計した建築事務所・工務店に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。

その取扱いは岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号。以下「規則」とい

う。）及び岐阜県森林・林業対策事業補助金交付要綱（平成１８年４月１日付け林第７号林

政部長通知。以下「要綱」という。）に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

 

（定 義） 

第２条 この要領において次の各号に掲げる用語の定義は、次のとおりとする。 

（１）申請施設 

当該事業補助金の交付を受けようとする商業・観光・医療施設等 

（２）構造材 

土台、柱、梁、桁などの主要構造に用いられる部材 

（３）内装材 

施設内部の床面、壁面および天井面に内装仕上げとして施工される部材 

（４）角材 

木口の短辺が７５mm 以上のもの 

（５）板材 

前号に規定する角材以外のもの 

 

（補助金交付対象者の要件） 

第３条 補助金の交付対象は、次の各号の全てに該当する施設を設計した県内の建築事務所・

工務店（支店、営業所も可）とする。 

（１）多くの県民の利用が見込まれる県内の商業・観光・医療施設等(賃貸物件を含む。)。 

ただし、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」（昭和２３年７月１

０日法律第１２２号）第２条に規定する業を営む施設は除く。 

（２）別表の木材使用量を満たし、新築又は改修工事を行った施設。 

（３）国・県が実施する設計に対する他の補助金を受けない施設。 

（４）市町村（一部事務組合含）、医療法人、社会福祉法人、学校法人、NPO 法人が整備す

る施設については、国・県が実施する木造化・内装木質化に対する補助金を受けない施設。 



（５）補助事業実施年度の前年度の申請期限の翌日から補助事業実施年度の２月末（末日が

休日の場合はその直前の開庁日）までに対象とする工事が完了した施設。 

（６）「木造建築マイスター加算」を申請する場合は、設計に携わった建築士が「岐阜県木

造建築マイスター」の認定を補助の対象となる事業実施年度の前年度までに受けているこ

と。 

 

（補助金の額） 

第４条 補助単価は別表のとおりとする。 

 

（補助金の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申込者」という。）は、事業申込書兼補助

金交付申請書（様式第１号）（以下「申請書」という。）に次の各号に掲げる書類を添付し、

補助事業実施年度の３月１０日（当該日が休日の場合はその直後の開庁日）までに、申請施

設の建築場所を所管する農林事務所長（以下「所長」という。）を経由して知事に提出しな

ければならない。 

（１）県産材使用量計算書（様式第２号） 

（２）建築場所を表示した位置図・各階の平面図 

（３）ぎふ証明材で内装木質化した箇所がわかる図面（例：平面図、展開図等に該当箇所を

色塗りしたもの等） 

（４）使用した木材がぎふ証明材、ぎふ性能表示材、ＪＡＳ材であることがわかる書類（納

品伝票等） 

（５）新築の場合は、構造材にぎふ性能表示材等を使用した該当箇所の写真を部材ごとに２

枚以上、内装材にぎふ証明材を使用した該当箇所の写真を２枚以上 

（６）改修の場合は、内装工事の着手前及び完了後の該当箇所の写真を２枚以上 

（７）設計を請け負った契約書の写し 

（８）工事完了日が確認できる書類 

（建築基準法第７条第１項又は第７条の２の申請が必要な施設） 

・建築基準法第７条第５項又は第７条の２第５項の規定による検査済証の写し 

（上記以外の施設） 

・工事完了日が記載された書類 

（工事完了報告書（様式第６号）、工事完了引き渡し証明書の写し等） 

（９）木造建築マイスター加算を申請する場合は、「岐阜県木造建築マイスター認定書」の

写し 

 

２ 所長は、前項により提出された申請書及び添付資料に不備がないと判断したときは、当該

申請書に受理印を押して、写しを申込者に交付する。 

３ 所長は、受理した申請書に受付番号と受付年月日を記入し、その件数を翌日までに申請者

管理票（様式第３号）により、県産材流通課長へ報告するものとする。 

４ 申請書は、別に定める補助予定棟数の範囲内で受理し、申請数が補助予定棟数を超える場

合には、補助予定棟数を超えた日に受理した申請書の中で抽選により選定する。 

 

（申請内容の変更） 



第６条 申込者は、前条の申請書を提出後、申請書の記載内容に変更がある場合は補助施設内

容変更届(様式第４号)を提出し、補助条件の確認を受けなければならない。 

２ 申込者は、申請書提出後に取り下げが必要となった場合は、取り下げ書（様式第５号）を

提出するものとする。 

 

（事業の確認） 

第７条 所長は第５条第１項による申請書の受理後、別に定める確認要領（以下「確認要領」

という。）により事業確認を行うものとする。 

２ 事業確認として現地確認を行う場合、申込者又は申請施設の施工者は現地確認に立ち会う

ものとし、確認要領第２条第２項に規定する確認者（以下「確認者」という。）は申請施設

の現地確認の日程を決定する。 

３ 確認者は、事業確認後、確認調書（様式第７号）を作成するものとする。 

 

（補助施設等の採択等） 

第８条 知事は、前条の事業確認の結果、補助金の交付が適当であるとの報告のあった申請施

設について、交付決定するものとする。 

２ 前項により決定した申請施設（以下「補助施設」という。）の申込者に対し、知事は、規

則第５条第１項及び第１４条の規定により補助金の交付決定及び額の確定を通知（様式第８

号）するものとする。 

なお、林政部長（以下「部長」という。）は、補助施設として採択しなかった申込者に対し

て、不採択を通知（様式第９号）するものとする。 

３ 部長は、前項の結果を補助施設採択結果一覧（様式第１０号）により所長に通知するもの

とする。 

 

（補助金の請求・支払） 

第９条 申込者は、前条の交付決定の通知を受けた場合、別に定める期日までに補助金交付請

求書（様式第１１号）を知事に提出するものとする 

２ 知事は、申込者から前項の補助金交付請求書の提出があった場合、受理した日から３０日

以内に補助金を交付するものとする。 

 

（補助金交付対象者の協力） 

第１０条 補助金の交付を受けたものは、県産材の利用拡大のため、県からの県産材を使った

施設等に関するアンケートへの協力、補助施設に関する情報提供等に協力するものとする。 

 

（補助金の交付決定の取り消し及び返還） 

第１１条 申込者又は補助金の交付を受けた者が、提出した書類に虚偽の事項を記載、又は補

助金の交付に関し、不正な行為があった場合、知事は、補助金の交付決定の取り消し、交付

した補助金の返還を命ずることができる。 

２ 補助金の交付を受けた者は、前項の処分に関して補助金の返還を命じられたときは、規則

の定めるところにより返還しなければならない。 

 

（その他） 



第１２条 所長は申請書、確認調書の写しをとりまとめ、部長に提出するものとする。 

２ この要領に定めるもののほか、補助金に関して必要な事項は別に定める。 

 

附 則 （平成３０年４月２日県流第９号部長通知） 

１ この要領は、平成３０年４月１０日から適用する。 

 

附 則 （平成３１年３月２７日県流第８５０号改正） 

１ この要領は、平成３１年４月１日から適用する。 

 

附 則 （令和２年３月１８日県流第７３２号改正） 

１ この要領は、令和２年４月１日から適用する。 



別表（要領第３条、第４条関連） 

項目 

（使用木材） 

１施設あたり

の条件 
補助単価 補助金の上限額 

構造材 

（ぎふ性能表示材 

又はＪＡＳ材） 

４㎥以上 ２０，０００円／㎥ ２００，０００円 

内装材 

（ぎふ証明材） 

板材 ２０㎡以上  ２，０００円／㎡ ２００，０００円 

角材 ４㎥以上 ２０，０００円／㎥  

構造材と内装材 

をあわせて使用 
上記のとおり 上記のとおり ２００，０００円 

木造建築マイスター加算 － ５０，０００円／件 － 

 


